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福永：福永でございます。本日はよろしくお願いいたします。お忙しい中ご参加いただき、大変ありがとうございま

す。 

それでは私より、2021年度第 3四半期決算について説明いたします。 

まず、3 ページでございます。決算のポイント三つございます。 

Q3累計実績は前年同期比で増収増益となりました。一方で、Q3単期の実績は自動車部品事業での一過性

費用の発生等により、各段階利益において赤字となりました。 

通期見通しは、実績および今後の見通しを踏まえ、下方修正しております。 
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それでは、詳細の説明に入ります。4 ページご覧ください。 

Q3決算につきましては、売上高、営業利益は増収増益でございます。主に自動車部品事業での顧客減産、コ

ロナ影響、グループ全社における輸送費・材料費の増加はあるんですけれども、昨年のコロナ影響からの需要回復

機会を確実に捉え、インフラと機能製品セグメントは増収増益となっております。 

経常利益は、営業利益の増益、加えて、UACJ が主なものですが、持分法投資損益の改善により増益となってお

ります。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、特別利益は減少しておりますけれども、前年度比では Q3累計で増益と

なっております。 
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続いて、5 ページでございます。こちらは要約 P/L ということで、ご説明かぶるところがございますので、割愛させてい

ただきます。 

 

 

 

 

 

 



 
 

4 
 

 

次の 6 ページは、前年比での Q3累計の売上高の増減要因でございます。 

売上高に関しましては、1,079億円の増収でございます。内訳で主なものは、地金変動の影響、こちらは銅価が

上昇しておることで、375億円と非常に大きくなっております。そのほか為替に関しましても、外貨建ての部分が高く

なっている、円安、外貨高といったところで、プラスという方向に働いています。 

一方で、会計基準の変更の影響はマイナスに働いており、実質的な変動は 940億円となりました。 
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これを受けまして、ページ 7、営業利益の増減要因のウォーターフォールでございます。 

主なものは、為替の影響。われわれどもの為替の感応度、1円円安でだいたい 3億円程度プラス方向に働きま

す。5円程度円安に振れていますので、今回 16億円のプラスになりました。 

一方で、減価償却費は、ほぼ同額マイナスとなっております。 

この結果、実質的な変動額は 59億円。内訳は、売上・品種構成・原価低減、こういったことで 215億円のプラ

ス。 

一方で、材料費・輸送費の高騰、あるいは増加、こういった影響で 125億円のマイナスとなっております。 

また固定費は、減価償却費・研究費を除いて、マイナス 30億円となっております。 

材料費・輸送費の内訳ですが、材料費が約マイナス 50億円、輸送費がマイナス 75億円。さらにそのうち、自動

車がマイナス 50億円といった内容でございます。 

固定費は、増加額、第 2四半期末からの増減はございません。内容としましては、従前の説明と同様ですが、コロ

ナからの回復による工場の間接人員等を適正レベルに戻したということ。また、基幹システムの稼働が始まるというこ

とでの償却費増といったものが含まれているというところでございます。 
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続いて、9 ページをご覧ください。2021年度の通期予想でございます。 

通期予想に関しましては、冒頭に申し上げましたが、大変申し訳ございません。下方修正とさせていただいておりま

す。 

売上は、銅価の上昇もございますので、プラス 200億円と増収ということになっておりますが、各段階損益、下方

修正とさせていただいております。 

主に自動車部品事業における、輸送費・材料費の増加、半導体・樹脂不足等による顧客減産といった要因で、

営業利益を下方修正としております。 

営業利益の下方修正に伴いまして、経常利益、親会社に帰属する当期利益も見直しをしておるというところでご

ざいます。 

また、配当に関してでございますけれども、こちらは従来からの方針を変えておりません。成長投資と財務体質改善

のバランスを踏まえつつ、安定配当方針を継続してまいります。 

期末配当予想については 60円。年間 1株当たりは、据え置きとさせていただきます。 
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続いて、10 ページをご覧ください。こちらは先ほどの予想の P/L の明細ということになります。内容はかぶりますの

で、こちらも割愛させていただきます。 
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11 ページをご覧ください。こちらは営業利益の下方修正の内訳でございます。 

サブセグメントで見てまいりますと、やはり自動車部品・電池がマイナス 60億円と、一番大きな数字となっておりま

す。これ以外には、機能製品でマイナス 15億円、情報通信ソリューションでマイナス 10億円となっております。 

電装エレクトロニクス材料は 10億円、こちらは上方修正で、こちらの合計値が営業利益の下方修正ということに

なっております。 
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続いて、12 ページでございますが、こちらは通期予想のセグメント別、あるいはサブセグメント別の詳細でございま

す。個別には次ページ以降でご説明いたします。 
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続いて、13 ページをご覧ください。情報通信ソリューションの状況でございます。 

Q3累計実績は、前年比、増収増益でございます。通期見通しも、前年比で見ますと増収増益という結果でござ

います。 

一方で、予想に関しましては、繰り返しになりますけれども、前回 45億円と見通していたものを 35億円と、10億

円下方修正させていただいております。 

左下の記載が、Q3累計での営業利益の前年比の比較でございます。こちらの傾向は第 2四半期までとほぼ同

様でございます。北米の光ケーブル、南米の FTTH、LAN ソリューションは増収です。北米光ケーブルの生産性も、

前年に比べると改善は進んできております。 

また、昨年はコロナ影響でかなり落ち込んだ特殊ファイバ、通信用途以外の医療用であったり、産業用のものです

けれども、こういった特殊ファイバが、今期は復調し、非常に好調に推移しております。 

デジタルコヒーレント、国内ネットワークも堅調に推移しておるというところでございます。 

一方で、前回から継続しているところではございますけれども、北米のお客様向け。お客様の材料調達がなかなか

できないというご事情から、工場があまり動かせていない状況から、光ファイバの需要が減っているということから、わ

れわれ部分のお客さんでございますけれども、そこ向けの光ファイバ素線の販売が減少しております。 

加えて、原材料不足。原材料の調達が不安定になっているという部分は継続しているとか、価格高騰、輸送費高

騰といった影響は全般的に続いている。さらに、なかなか上げ止まらないということで、この上昇傾向が続いていると

ころでございます。 
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減価償却費は、4億円程度マイナスとなっております。 

通期見通しに関しまして、北米の状況は Q3 までの状況が、さらに改善は進んでいくことを見込んでおります。南米

も比較的好調な状況は持続する見込みです。特殊ファイバについても同様です。 

一方で、北米の顧客向け光ファイバの素線販売は、当初見込んでいたよりは、Q4 に戻ってくるという予想が、当初

見込みに比べて遅れているということで、マイナス要因となっております。 

もう 1点、第 3四半期後半から、あるいは第 4四半期には効果を発現させるという予定でした光ファイバのコスト

ダウン施策の効果の発現、当初見込んでいたものが遅れてしまったということでのマイナス要因がございました。 

また、原材料価格、輸送費高騰には 2社購買、購買先変更、販売、品種構成の改善、原価低減、経費抑制

といったところも進めておりますし、販売価格水準の適正化で対応しておるというところでございます。 
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内容につきまして、詳細 14ページご覧ください。 

光ファイバケーブルの営業利益が、下半期下方修正している中で、どういうことが起きているのか、どういう内容なの

か、どういう打ち手なのかといった辺りのご説明になります。 

前回予想と今回予想の比較ということで、前回予想でお示ししたウォーターフォールが左側、今回の予想が右側の

ウォーターフォールとなります。 

このスタート地点の棒グラフは、いずれも昨年度の上半期の数字でございます。これを見ていただきますと、売上増

加というところで、こちらはプラス側が広がっています。こちらは右のグラフ、真ん中の青い辺りを見ていただくと、売上

増になっているところがご覧いただけるかと思います。 

光ケーブルに関しては、増加。一方で、先ほど申し上げたような事情で、光ファイバについては減少するというところ

で、ネットでは増加といった部分でございます。 

また固定費抑制、品種構成改善も、ほぼ計画通り、あるいはそれを上回る形で進んでおるというところでございま

す。 

一方で、原材料価格の高騰がなかなか高止まらない、上昇傾向が続いているということ。 

生産性向上に関しましては、北米に関しては、次ページで詳細はご説明いたします。 

コロナ影響による一時的な出勤率低下が、当初の見立てよりもマイナス要因となっております。 
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また国内も、先ほど申し上げたファイバのコストダウン施策の効果発現遅れということで、従前からのプラス要因として

見込んだものの発現がずれ込むといった影響でございます。 

また、原材料・輸送費コストダウン・価格水準適正化も、現時点では先ほど申し上げた、価格高騰が高止まってく

る中での価格転嫁を進めていくところが、価格上昇が止まらない中で、そこが追いつききっていないというところが、今

の状況でございます。 
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続いて、15 ページでございます。北米の光ケーブルの生産・出荷状況の資料でございます。 

北米光ケーブルの売上数量は、左下のグラフをご覧いただいたとおり、約 25%伸びております。これは生産性改善

であったり、北米の非常に活況な市況であるというところで、われわれの生産能力が上がってきたところ、あるいは、し

っかりと需要に対して応えられるようになってきたといったところでの伸びになります。 

またローラブルリボンの比率も、前年度から 1.7倍となっております。全体が伸びる中で比率も増えてきているという

ことで、数量もかなり増えてきている状況でございます。 

補足の情報としましては、22%、年度でならした数字ですが、12月末時点ではローラブルリボンの受注残が

30%まできておるというところで、比較的計画通りに戻ってきておるところでございます。 

また、こちらも従前からの課題でした、従業員がなかなか安定しない、確保ができないということから生産性が伸びな

いということを、かなり苦戦しながら進めてきておりました。こちらが 9月以降、離職率が低位で安定して、こちらは現

在も安定しております。 

正規社員への転用プログラム、人材派遣会社の変更、教育の充実、マネージャーの採用といった施策の効果が出

てきているということで、11月、12月は、もともと操業日が短いホリデーシーズンということでの、シーズナリティ、季節

要因での減少はありますが、計画通り、あるいは若干計画を上回るような出荷数量を確保することができました。 

一方で、1月以降、離職率は安定しています。重要な流れというのは、クリスマス休暇明け、ホリデーシーズン明け

で、年が明けたところでどうかが懸念されたところではございますが、こちらはそのままの状況は維持しております。 
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一方で、年末年始にかけて、オミクロン株がアメリカは日本に比べて早く感染が始まった。そのため、市中感染拡大

で出勤率の低下がやはり起きてしまったということで、操業が一時的に 70%程度まで落ちました。1月の半ばから

回復はしてきておりまして、ピークアウトという格好にはアメリカはなってきておりますから、1月末、2月中にかけて

は、ほぼ従業員も戻ってきております。 

ですので、1月の部分を一気に取り返すのは難しいというところはあるんですが、3月に向けては、今の状況を続け

ていくことにより、計画通りの出荷が見込まれると見ております。 
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続いて 16 ページ、エネルギーインフラでございます。 

こちらにつきましては、ほぼ計画通り、売上、利益とも進捗しております。内容についても前回とほぼ同様の記載とな

っております。 

一方で、エネルギーインフラも、材料費・輸送費の増加の影響は受けております。しかし、こういう環境下ですが、電

力が上振れていくとか、あるいは産業機器では苦戦しながらも、昨年赤字というところでマイナス要因でお話ししまし

たが、こちらが黒字化しておるということで、全体では想定通りになります。 
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続いて 17 ページ、自動車部品・電池でございます。 

自動車部品・電池は、Q3の累計実績で売上は増えている。これは自動車市場のコロナからの回復というところも

ございますし、われわれどもの新車種の立ち上げといったところもございます。そういった影響で増収となってはいるんで

すけれども、利益は大幅な減益になっております。 

こちらは、年度で見ましても、増収減益という結果になっております。 

さらには、前回予想からもマイナス 60億円という大幅な下方修正となりました。 

あと左下のご説明ですけれども、プラス要因は先ほどお話ししましたが、マイナス要因の話を補足いたします。 

2行目のところ、マイナスの一番最初の記載です。コロナ影響による東南アジア一部拠点のロックダウン。こちらは昨

年 6月末あるいは 7月あたりから 9月にかけて、東南アジア一帯にデルタ株のかなり感染が広がったことで、一部

拠点ではロックダウンという格好になりました。 

一旦これは収束して、通常に戻っていて、今後も平常に戻ってくるであろう、さらには、お客様も半導体不足からの

遅れを取り戻すであろうという見立てでございました。しかしながら、11月後半から、一部拠点、実際にはベトナム

になるんですが、ベトナムの中の一部地域で市中感染がかなり拡大しました。工場そのもののクラスターではないん

ですが、感染を恐れた従業員が出勤しないという状況になりまして、出勤率が大幅に低下した事態になりました。 

こちらについては、次ページに、この状況あるいは現況、今後の見立てというところはご説明いたします。 
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これに対してわれわれは、お客様への供給責任をしっかり果たさなければいけない、お客様のラインを止めてはいけ

ない、これは当然の責任として対応いたしました。 

そのために、実際にはフィリピンであったり、日本であったり、BCM運用ということで、代替地での代替生産を行った

ための追加コスト、あるいは生産量が落ちている中でもしっかり納期に間に合わせるための緊急輸送費、実際には

エア費になりますが、こちらが増加したということで、この影響がマイナス 50億円と、こちらが非常に大きな数字として

出ております。 

加えて、一般的な話にはなりますが、輸送費、原材料価格高騰、物流混乱の影響は自動車事業そのものにも影

響を及ぼしております。 

また、半導体・樹脂不足等により、お客様の操業の不安定、減産というところも、これも新聞等で報道されている

状況のとおりでございます。 

また減価償却費は、7億円程度のマイナスが出ておるというところでございます。 

通期の見通しに関しましては、こういった左側に記載しているようなマイナス要因を、しっかり取り戻していくという活

動になります。 
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この詳細については、18 ページをご覧ください。自動車部品・電池事業の営業利益について書いております。 

11月下旬から急に感染拡大、出勤率の低下が起きたことで、一時出勤率は 60%以下になりました。これに対

応するために、生産量が落ちた中で現地から物を送るため、あるいは代替地から送るという BCM対応のため、エア

便の増加、さらには日本に着いた後の国内物流の混乱もございました。そのために輸送費が大幅に増加したところ

が、Q3累計の状況でございます。 

一方で、これに対して、従業員の方、感染が広がっている地域での従業員の皆様が安心して働けるための対策

を、行政とも連携しながら実施してまいりました。接種率が低い地域ではあったんですが、行政と協力することによっ

て接種率上げていく、実際に接種をしていくということ。あるいは、工場内でのコロナ感染に対する対応、これは検査

を含めて、いろいろな策を打ちました。 

その結果、出勤率は 12月後半から徐々に回復というところです。12月末時点で 90%程度に回復していまし

た。そこはさらに改善は進んで、1月時点では 95%と、ほぼ平常な状態に戻っている状況でございます。この結

果、エア便で飛ばさなければいけないものが、徐々に船便に戻し始められていることで、順次切り替えを行っておりま

す。 

国内物流の混乱も、今現在はほぼ収束してきておるということで、今の計画では、1月、2月、3月にかけて、少し

ずつ切り替わっていく。この結果、4月頭には正常化ということで、船便への切り替えを実現するということでございま

す。 

4 クォーターは、その端境期と言いますか、改善していく時期にあたるということでご認識いただければと思います。 
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続いて、19 ページをご覧ください。電装エレクトロニクス材料でございます。 

こちらにつきましては、Q2 までと状況はほぼ変わっていません。順調に業績推移しております。 

ただし、繰り返しになるところで恐縮ですけれども、サプライチェーンの上流工程にある事業でございます。そのため、

半導体等こういった不足が遅れて影響が出てくる、市況変化の影響が遅れて出てくるというビジネスですので、その

点については慎重に見なければいけないという認識を持っております。 

そのため、やや保守的な形で年度は見積もっておる状況です。それでも、前回の 30億円から 40億円と、10億

円の増益という形にさせていただいております。 
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20 ページ、機能製品でございます。 

機能製品に関しましては、前年比では Q3累計、通期見通し、いずれも増収増益です。 

ただし、前回予想からは 15億円の下振れということで、90億円から 75億円に下方修正しております。こちらにつ

きましては、左側のプラス要因は、ほぼ Q2 までと同じ状況が継続し、プラスが積み上がってきている状況です。 

一方で、輸送費・原材料価格高騰は、なかなか上昇が止まらないということで、Q3 には落ち着いて Q4 で価格転

嫁、ここがバランスが取れてくると見込んでいたものが、右に記載がございますけれども、なかなかこの高騰が止まらな

いということで、価格転嫁で追いついたものがまた Q4で出てくる、それをまた価格転嫁をする。 

当然、コスト抑制であったり、原価改善は進めていくんですけれども、価格高騰の上昇が、やはり想定を上回ってい

る状況ではございます。 

加えて、これは第 3 クォーターから少し影響は出始めてはいるんですが、半導体材料不足、これは従来、自動車あ

るいは電子機器メーカー等々、そういったところへも影響が出ておったんですけれども、データセンタ向けにも影響が

出始めたというのが、第 3 クォーターです。第 4 クォーターもこの状況が続くと見込まれています。 

これがいつ解消するかというのは、お客様そのものの需要は非常に強うございます。調達環境、お客様側でここが改

善すれば元に戻ると見ておりますが、これは来年度以降にずれ込むと見ておりますので、第 4 クォーター、この影響

を織り込んだ上で、15億円の下方修正につながっているとご理解ください。 



 
 

22 
 

 

21 ページ、要約バランスシートの資料でございます。 

こちら、右側の下から 2番目の枠、若干色がついているところですが、資産合計で 519億円の増加となっておりま

す。この内容は、為替影響、新規連結の影響がございますけれども、これを除いても 340億円程度増加という格

好になります。 

この内訳で一番大きなものは、上から 2番目、棚卸資産の増加でございます。これは次ページでご説明いたしま

す。 

また売上の増加、為替の影響、銅価上昇、こういった影響で、受取手形、売掛金も増加しているというところでご

ざいます。 

この結果、フリーキャッシュフローがマイナスになってしまうことから、NET有利子負債は 552億円の増加というの

が、第 3 クォーター時点での状況でございます。 

自己資本比率も、資産の膨らみが大きいという一方で、利益の積み上げが遅いというところで、数字としては達して

おりますし、有利子負債の増加ということもございますので、NET有利子負債、NET D/E レシオも、前期から悪

化しているというところでございます。 
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棚卸資産についての詳細説明が、22 ページとなります。 

棚卸資産は、上期末の状態、同じようなグラフでお示ししておりましたけれども、1,468億円という数字となっており

ました。こちらは 2020年度末から比べると、この一番上の段、コロナ影響が 115億円ほどありましたというご説明

をしております。物流遅延によるものが 50億円とご説明させていただいておりました。 

この状況が、第 3 クォーター末ということで、真ん中の棒グラフになります。これが物流混乱は 50億円から 30億

円ということで、20億円ほど減っています。 

一方で、コロナ影響の部分に加えて、半導体不足とか、顧客の操業変動に対する在庫の積み増しがより増えてい

ます。特に自動車関係、急激に立ち上がるという部分もございます。それにわれわれ自身、しっかりついていかなけ

ればいけないということで、その分をさらに方策として積み上げている。自動車事業の急激な立ち上がりにしっかり対

応できるようにするというもの。 

加えて、昨今物流の混乱もございます。天変地異というような部分での突然の操業が止まるというようなリスクで、

われわれの調達に影響が出る可能性もあるという中で、われわれの原材料の確保を進めるということで、戦略的に

75億円を増やしているところがございます。 

コロナ影響は、自動車関係が混乱したということで増えている。こちらを 2021年度末に向けては、2021年度上

期末というレベルには戻していくという予定でございます。 
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一番下の棒グラフは、売上が増えている、銅価が上昇しているというところで、これは棚卸資産を適正化していく中

のわれわれの活動の中で把握し、コントロールしているものでございます。こちらは年間では 110億円、昨年度末

から増加しているということでございます。 
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23 ページ、こちらは設備投資・減価償却費・研究開発費でございます。 

設備投資は、昨今の需要動向を踏まえた実施時期の見直し、投資内容の再精査ということで、設備投資額その

ものを低減することを行いまして、70億円削減。380億円に見直しいたします。 

この結果、減価償却も、370億円から 350億円と、20億円減少という予定です。 

一方、研究開発は 220億円、これは計画通りに進めておるところでございます。 
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続いて 24 ページ、配当予想についてでございます。 

こちらは先にご説明させていただきました。60円。こちらは安定配当ということで、据え置きをさせていただくということ

でのご説明となります。 
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最後、25 ページでございます。2022年度に向けてという記載でございます。 

現在、来年度の中計発表、2022年度から 2025年度までの中期計画策定中でございます。 

数字の詳細はお話しできないんですけれども、われわれが進めようとしている方策、あとは数字の伸びのイメージ感と

いうところでお示ししております。 

電装エレクトロニクス材料は、ほぼ現状の状況、堅調な状況が続くであろうと。 

その他の事業は、改善を進めるもの、今のコロナ影響の一時的な影響から改善を進めていくもの等の施策により、

しっかり改善を図ってまいります。 

説明としては以上となります。ご清聴ありがとうございました。 


